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山野 薫 ）
要 旨
リハビリテーションが位置づけられている現行法下で事業は，健康保険法（老人医療を含む），介護保険法，
老人保健法のうち医療等以外の保健事業，老人福祉法の つに大きく分かれる．そして，それぞれの事業に要
する費用の財源は，健康保健法に適用されるものが診療報酬，介護保険法に適用されるものが介護報酬，老人
保健法のうち医療等以外の保健事業および老人福祉法に適用されるものが国・地方自治体の一般財源という仕
組みになっている．
年 月及び 年 月に改定されたリハビリテーションの診療報酬で注目すべきことは，厚生労働大臣
の定める患者について，早期加算点数が発症・受傷の日を起算日として，期間日数ごとに定められていること
である．診療時間，セラピスト 人の取扱単位数，早期加算点数を併せてみてみると，診療報酬は医療の一部
としてのリハビリテーションに対する対価であるとはいえ，あまりにも急性期に偏重したもので，結果として
維持期リハビリテーションが軽視されている．
表面上は，急性期・回復期と維持期の住み分けが明確になったようにみえるが，疾病構造の重篤化，重複化，
患者の高齢化により，機能回復に時間を要することが恒常化していることからすると，回復期の期間の診療報
酬を柔軟な設定にするなどの見直しが必要である．
一方，介護保険制度においては，各介護保険施設（入所・通所）における理学療法士（以下， ），作業
療法士（以下， ）の配置が，極めて低い基準であり，最低限のリハビリテーションを保障できていない．
年 月の介護報酬の改定では，介護サービスの中で医療系リハビリテーションの必要性の高い利用者に対
するサービスを充実するため， ， が行う個別加算の算定が可能となり，介護報酬が見直された点は注
目できるが，地域リハビリテーションの費用全体を大きく動かす改定にはなっていない．
今後の ， の配置基準は，各介護保険施設で利用者ごとに必要なリハビリテーションを提供できる体
制を保障する基準に改められる必要がある．
キーワード 地域リハビリテーション・診療報酬・介護報酬
・ ・
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）大分県立病院リハビリテーション科
はじめに
リハビリテーション（以下，リハ）に係る費用の
源資は，医療（老人保健法に基づく老人医療を含む）
に対する診療報酬と介護サービスに対する介護報酬
が中心で，いずれも社会保険方式によって調達され
る．その他に，老人福祉法に基づく福祉事業，老人
保健法に基づく保健事業の中にもリハの一部が取り
入れられており，これらの源資は国および地方自治
体の一般財源が充当されているが，その規模は小さ
いものである．
年 月の介護報酬の改定で，通所リハの個別
療法において報酬額に改善をみているが，地域リハ
の費用全体を大きく動かす改定にはなっていない．
この小論では，診療報酬，介護報酬を問わず，地
域で展開される通院，通所，訪問などのリハを地域
リハと定義し，各報酬について検討を加える．
現行法下におけるリハビリテーションの仕組み
現行法下で事業として，リハが位置づけられてい
るのは，健康保険法（老人医療を含む），介護保険法，
老人保健法のうち医療等以外の保健事業，老人福祉
法の つに大きく分かれる．それらを体系的に整理
したものが表 である．これを事業所別にみると，
病院・診療所， 介護保険法に基づく指定事業所，
市町村（委託を含む）， 社会福祉法人等による
福祉施設の 種類がある．また，事業の形態別にみ
ると， 入院・入所型， 通院・通所型， 訪問型
がある．
そして，それぞれのリハ事業に要する費用の財源
は，健康保健法に適用されるものが診療報酬，介護
保険法に適用されるものが介護報酬，老人保健法の
うち医療等以外の保健事業および老人福祉法に適用
されるものが，国・地方自治体の一般財源という仕
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表 現行法下でのリハビリテーション一覧
法律 型 事 業 所 事 業 財源
健
康
保
険
法（
老
人
医
療
を
含
む
）
入院
病院・診療所
入院リハビリテーション
診
療
報
酬
通院 通院リハビリテーション
訪問 訪問リハビリテーション
訪問 健康保険法または介護保険法に基づく「指定訪問看護事業所」（訪問看護ステーション） 訪問看護事業
介
護
保
険
法
入所
・院
介護保険法に基づく「指定介護保険施設」（介護老人福
祉施設，介護老人保健施設，介護療養型医療施設） 入所者リハビリテーション
介
護
報
酬
通所 介護保険法に基づく「指定通所リハビリテーション事業所」 病院・診療所・介護老人保健施設であること 通所リハビリテーション
訪問 介護保険法に基づく「指定訪問リハビリテーション事業所」 病院又は診療所であること 訪問リハビリテーション
訪問 介護保険法に基づく「指定訪問看護事業所」（訪問看護ステーション） 訪問看護事業
老
人
保
健
法
の
う
ち
医
療
等
以
外
の
保
健
事
業
通所 市町村（機能訓練事業）
基本型…市町村保健セン
ター等適当と認められる施
設
機能訓練（基本型）
国
・
地
方
自
治
体
の
一
般
財
源
地域参加型…基本型の他，
集会場・公民館等の身近な
施設や公園等の屋外
機能訓練（地域参加型）
訪問
市町村（訪問指導）
訪問看護及び訪問リハビリテーションと内容的に重複す
るサービスは行わないことを原則とする
訪問指導（家庭における機能
訓練方法の指導）
老
人
福
祉
法 通所
老人デイサービスセンター 機能訓練
養護老人ホーム等で行う老人デイサービス事業 機能訓練
老人福祉センター（特 型， 型） 機能回復訓練
資料）『介護保険制度の解説（平成 年 月版）』，『老人保健制度の解説（平成 年 月版）』，『社会福祉六法（平成
年度版）』より作成．
組みになっている．
つぎに，上記の分類にしたがって，財源の仕組み
と問題点を分析する．
医療機関における入院・通院のリハビリテーショ
ンに係る診療報酬
年 月及び 年 月に改定された現行の入
院，通院でのリハの診療報酬は，表 のとおりであ
る．大きくは個別療法と集団療法に分けられ， 分
単位として計算される．
注目すべきことは，厚生労働大臣の定める患者
について，早期リハ加算点数が発症・受傷の日を起
算日として，期間日数区分ごとに定められているこ
とである（表 の注 ）．
診療時間，療法士 人の取扱単位数，診療点数（主
に，早期リハ加算）を併せてみてみると，診療報酬
は医療の一部としてのリハに対する対価であるとは
いえ，あまりにも急性期リハに偏重したもので，結
果として維持期リハが軽視されている．
また，厚生労働大臣の定める患者であっても，発
症・受傷より 日を過ぎれば，早期リハ加算はなく
なり，さらにその月の 単位目以降は 分の の
算定になる．したがって，医療機関側の在院日数の
制限とも相まって，リハに必要な期間を確保するこ
とが必然的に困難となり，通院への移行，他院（回
復期リハ病棟を持つ医療機関など）への転院，介護
保険施設への入所などを選択せざるを得ない状況に
ある．
表面上は，急性期・回復期リハと維持期リハの住
み分けが明確になったようにみえるが，疾病構造の
重篤化，重複化，患者の高齢化により，機能回復に
時間を要することも恒常化していることからする
と，回復期リハの期間の診療報酬を柔軟な設定にす
るなどにより，必要なリハが中断されず，こま切れ
にならないような仕組みに見直しが必要である．
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表 診療報酬のしくみ
【時間と人数】
種 別 個 別 療 法 集 団 療 法
療 法 理学療法 作業療法 言語聴覚療法 理学療法 作業療法 言語聴覚療法
時 間
患者 人 日
分以上
患者 人 日
分以上
患者 人 日
分以上
患者 人 日
分以上
患者 人 日
分以上
患者 人 日
分以上
単 位 数
理学療法士
人 日 単位
作業療法士
人 日 単位
言語聴覚士
人 日 単位
理学療法士
人 日のべ 単位
作業療法士
人 日のべ 単位
言語聴覚士
人 日のべ 単位
【点数】
施設基準 理学療法，作業療法，言語聴覚療法 理学療法，言語聴覚療法 理学療法のみ
個別療法
（ 単位）
点 点 点 点
集団療法
（ 単位）
点 点 点 点
資料）『医科点数表の解釈（平成 年版）』社会保険研究所より作成．
注 ） 単位は 分
注 ）理学療法，作業療法（ ）（ ）の個別療法に「早期加算」． 単位当たり，発症 日以内 点， 日 点，
日 点を加算．病棟で離床を目的とした日常生活活動訓練をすれば，さらに 点加算（ 日以内）．
注 ）集団療法は，患者 人につき 日 単位，かつ， 月に合計 単位に限り算定．ただし，急性発症した脳血管
疾患等の疾患の患者であって発症後 日以内のものについては， 日 単位，かつ 月に合計 単位に限り算
定．
介護保険に基づく地域リハビリテーションに係る
介護報酬
介護保険制度における施設サービスは，表 のと
おり，介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護
療養型医療施設に分類される．
．通所リハビリテーションの介護報酬
通所リハは，通常規模の医療機関，小規模診療所，
介護老人保健施設のいずれかでなければ開設，提供
できないサービスである．通所リハの介護報酬の詳
細 ）は紙面の都合で割愛するが，前述した 種類の
施設別，要介護度，利用時間により， 通り（
単位 単位）に分類されている．
しかしながら，通所リハの理学療法士（以下，
），作業療法士（以下， ）の配置は，表 の
ごとく，極めて低い基準になっている．
年 月の介護報酬の改定では，介護サービス
の中で医療系リハの必要性の高い利用者に対するリ
ハを充実するため， ， が行う個別リハ加算
の算定が可能となり，介護報酬が見直された．
宮島 ）は，個別リハ加算は， 身体の機能障害が
ある状態その他活動制限がある状態にあり，個別に
リハを行うことにより生活機能の改善が見込まれる
状態（身体の機能障害がある状態その他活動制限が
ある状態とは，運動機能障害および高次脳機能障害
等の心身機能もしくは身体構造上の問題がある状
態，または運動や移動，セルフケア等の活動その他
何らかの生活面において困難が生じている状態をい
う）にあるもの， 廃用症候群により生活機能が低
下している状態にあり，個別にリハを行うことによ
り改善が見込まれる状態にあるもの，が適応であり，
リハ実施計画に基づき 人の ， ， が
人の利用者に個別に 日 分以上リハを行った場合
に算定することができる，と説明している．
．訪問リハビリテーションの介護報酬
表 に訪問リハと訪問看護での診療報酬と介護報
酬の比較を示す．訪問看護という名称であるが，訪
問看護ステーションにおいて ， が訪問した
場合は，報酬が算定できる点は注目できる．
ここで，地域リハの経済効果をみておく．
高齢者が通所リハおよび訪問リハを利用する場
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表 介護保険 施設の機能
介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設
特徴的なサービス 介護，日常生活の世話
看護，医学的管理下での介護・
リハビリテーション
療養上の管理，看護，医
学的管理下での介護
今後，充実すべき機能 自立した生活への支援 在宅生活への復帰
長期にわたる療養の必要
性が高く，要介護度の高
い者へのケア
介護報酬上の評価
小規模生活単位型の普
及（ユニットケアの導
入）
在宅復帰のための施設内リハ
ビリテーション，自立支援の
ための通所リハビリテーショ
ン・訪問リハビリテーション
対象者の重点化（医学的
管理下での重度介護者に
重点化した施設）
資料）『介護保険制度の解説（平成 年度版）』社会保険研究所， ， 年より作成．
表 通所リハビリテーションの人員配置基準
職 種 基 準
医 師 常勤（専任） 人以上（原則として常勤で専任）
理学療法士，作業療法士若
しくは言語聴覚士又は看護
師若しくは准看護師若しく
は介護職員
単位の利用者が
人以内
単位に専従の従事者が 人以上，うち理学療法士，作業
療法士・言語聴覚士が常勤換算方法で 人以上
単位の利用者が
人以上
単位に専従の従事者が 人以上，うち理学療法士・作業
療法士・言語聴覚士が常勤換算方法で 人以上
資料）『介護保険制度の解説（平成 年度版）』社会保険研究所， ， 年より作成．
合，要支援と要介護 の要介護度に対応して，
人 ヵ月あたりの給付額の上限が，表 に示すと
おり定められている．
この数値を使って，地域リハが普及した場合の医
療経済的効果を粗く試算してみると，仮に「リハ前
置主義」が奏効して，要介護度が一段階下がる（軽
減する）ことで介護保険給付額が ヵ月あたり
万円減らせることになる．すると，利用者 人当
り年間（ ヵ月）で 万円となる ）．また，山
本 ）による 年の要介護者の推計値，約 万人
に，厚生労働省の試算値である介護保険サービスの
利用率 割を乗算（ 万人 ）した 万人に
おきなおしてみると，年間約 億円 億円と
いう規模になる．
介護保険制度に基づく施設サービスに係る介護報
酬の問題点
介護保険制度に基づく施設サービスに対する介護
報酬のリハの項目では，施設基準の違いがあるが，
介護老人保健施設と介護老人福祉施設の両方とも人
員配置に絡んで 単位の加算が認められている ）．
介護老人保健施設では， ， が限定職種と
して配置の義務が定められている．しかし，介護老
人福祉施設においては，専従の機能訓練指導員の配
平成 年度 高知リハビリテーション学院紀要 第 巻
表 訪問リハビリテーションにおける医療保険制度と介護保険制度の比較
制 度 医療保険（診療報酬） 介護保険（介護報酬）
名 称 在宅訪問リハビリテーション指導管理料 訪問看護
訪問リハビリテーショ
ン 訪問看護
対 象 要介護者等以外の者 規定なし 要介護者等 要介護者等
点 数 点 点 単位 単位
回 数 回 週を限度
回 週を限度（ただ
し特別訪問看護指示書
の交付があった場合は
ヵ月 日を上限）
限度無し（ただし 日
回のみ算定）
限度無し（ただし 日
回のみ算定）
時 間 分以上 時間以内 分以上 分以上 時間未満
条 件
医師の診察のあった日
から 月以内に行われ
た場合に算定
医師の診察のあった日
から 月以内に行われ
た場合に算定
医師の診察のあった日
から 月以内に行われ
た場合に算定
医師の診察のあった日
から 月以内に行われ
た場合に算定
リハビリテーション計
画の作成が必須
リハビリテーション計
画の作成が必須
理学療法士・
作業療法士の
勤務先
医療機関 訪問看護ステーション
指定訪問リハビリテー
ション事業者（病院，
診療所であること）
介護保険が指定する訪
問看護ステーション
資料）『医科点数表の解釈（平成 年 月版）』社会保険研究所， ， ， 年，『介護保険制度の解
説（平成 年度版）』社会保険研究所， ， 年より作成．
注）社会保険における 点 円，介護保険における 単位 円， 歳以上は，介護保険優先．
表 居宅サービス区分の支給限度基準額
介護度 支給限度基準額 居宅サービス区分に含むサービスの種類
要支援 単位 訪問介護（特別地域加算は含まない）
訪問入浴介護（特別地域加算は含まない）
訪問看護（特別地域加算，ターミナルケア加算は含まない）
訪問リハビリテーション
通所介護
通所リハビリテーション
福祉用具貸与（特別地域加算は含まない）
短期入所生活介護
短期入所療養介護（介護老人保健施設の緊急時施設療養費，病院・診療所の
特定診療費は含まない）
要介護 単位
要介護 単位
要介護 単位
要介護 単位
要介護 単位
資料）『介護保険制度の解説（平成 年度版）』社会保険研究所， ， 年より作成．
置という定めになっており，その専従の機能訓練指
導員の職種には， ， 以外の職種を加えるこ
とによって老人保健施設の場合より条件を緩和して
いる．
したがって，利用者がリハを受けられる可能性と
頻度に関しては，施設開設において ， の配
置の義務があり，介護報酬上でリハ体制強化の際に
加算（ 単位）のある介護老人保健施設の方が勝っ
ている．言い換えれば，介護老人福祉施設における
リハ体制の不十分さが指摘できるのである．
病院と在宅の中間施設として機能しなければなら
ない介護老人保健施設は，その目的に介護保険法
条 項で「看護」，「医学的管理下での介護」，「機能
訓練等の必要な医療」，「日常生活上の世話」を掲げ，
運営基準の固有の事項の中でも「理学療法，作業療
法等の必要なリハを計画的に行う」ことを規定して
いる．しかし，その介護報酬はリハを含むものとなっ
ている．また，「 ， のどちらかが，入所者
人に対して常勤換算で 人以上」という配置基準は，
リハ技術の異なる ，または の一方しか配置
できないという矛盾をもっている．
少なくとも，「入所者 人に対して常勤換算で
名， 名の合計 名」とし，利用者ごとに
必要なリハを提供できる体制を保障する基準に改め
られる必要がある．
一方，介護療養型医療施設は，「指定介護療養型
医療施設の人員，設備及び運営に関する基準」の第
条で，「必要に応じて理学療法，作業療法その他
適切なリハを計画的に行わなければならない．」と
定めているが，人員に関する基準（第 条）の中に
は， 及び は，「実情に応じた適当数」とし
か記されておらず，人員配置はあいまいである．
おわりに
今回，地域リハにおける診療報酬と介護報酬につ
いて考察した．
診療報酬は，急性期リハ偏重の感をぬぐえず，回
復期・維持期のリハ活動での各種医療機関の効果的
な活用を工夫する必要がある．
介護報酬は， 年 月に 年の制度発足以来
の改定がなされ，若干の見直しもみられた．しかし，
利用効果を高めるためには，人員配置の見直しなど
を関係機関に働きかける必要がある．
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）厚生労働大臣の定める患者とは，「急性発症した脳血管疾患等の疾患の患者」とされており，その具体的な範囲は，「診
療報酬点数表（平成 年 月厚生省告示第 号）及び老人診療報酬点数表（平成 年 月厚生省告示第 号）の一部
改正に伴う実施上の留意事項について（通知）」（平成 年 月 日保医発第 号）において，「脳血管疾患，脊
髄損傷等の脳・脊髄（中枢神経）外傷，大腿骨頚部骨折，下肢・骨盤等の骨折，上肢骨折又は開腹術・開胸術後の患者，
脳腫瘍などの開頭術後，急性発症した脳炎・ギランバレーなどの神経筋疾患，高次脳機能障害，脳性麻痺，四肢（手部・
足部を含む。）の骨折・切断・離断・腱損傷，脊椎・肩甲骨・関節の手術後，四肢の熱傷（ 度の熱傷では体表面積 ％
以上， 度の熱傷では ％以上），気道熱傷を伴う熱傷，多発外傷，植皮術後及び 歳未満の先天性股関節脱臼症の手
術後であり，理学療法・作業療法による治療が認められる患者をいう」と定められている．
